
令和 6 年 3 月

令和 6 年度 令和 15 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,854 円 3,052 円

2,854 円 3,110 円

2,854 円 3,148 円

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和２年度 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和２年度

令和３年度

処 理 場 数 　１箇所（宮里浄化センター）

広域化・共同化・最適化
実施状況

　令和４年度の全体計画区域の見直しにおいては、効率的な下水道整備を進めるため、今後
概ね10年（令和１５年度まで）程度で整備を完了することが可能な区域に縮小するととも
に、近接する永利処理区（コミプラ）を公共下水道事業に統合することとした。
　なお、永利処理区（コミプラ）は、令和9年度末までに接続管路を整備の上、公共下水道
事業に統合する計画である。
　・全体計画区域（汚水）　723ha　→　496ha
　・事業計画区域（汚水）　295ha　→　358ha

一般家庭用使用料体系の
概要・考え方

　総務省が基準としている一般家庭の使用料水準（使用量20㎥当たり3,000円）に基づき、
以下の使用料体系としている。

令和３年度

令和４年度 令和４年度

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

別添２－1

薩摩川内市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 薩摩川内市

事 業 名 ： 公共下水道事業

一部適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 35.12人/ha
流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無

処 理 区 数 　１処理区（川内処理区）

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成15年度
（20年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

汚水量 金額

公衆浴場汚水 １，５２４円 １立方メートルについて １２円

種別 基本料金
従量料金
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③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

事 業 運 営 組 織

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
（下水熱・下水汚泥・発電等）

　浄化センターで発生する脱水汚泥は、川内汚泥再生処理
センターへ搬出し、土壌改良剤として再利用している。

 イ　土地・施設等利用
（未利用土地・施設の活用等）

　宮里浄化センターの管理棟の屋根を、民間事業者に太陽
光発電用として貸し出し、占用料を徴収している。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　（包括的民間委託を含む）

　使用料の徴収や排水設備工事の受付等の窓口等関連業務
を民間事業者に委託している。
　浄化センターや雨水ポンプ場等の維持管理業務を民間事
業者に委託している。
　このうち宮里浄化センターについては、包括的民間委託
を行っている。

 イ　指定管理者制度 該当なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当なし

職 員 数 22人（局長、経営管理課11人、下水道室10人）（うち下水道事業会計支弁職員３人）

水道局

経理グループ

企画業務グループ

下水道グループ

経営管理課

下水道室
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析

　③汚水処理原価は、令和2年度から令和3年度にかけて増加しています。なお、全国平均を上回っており、類似団体
　　平均も令和3年度時は上回っているため、維持管理費の削減や接続促進による有収水量の増加を図る必要がありま
す。
　④水洗化率は、全国平均や類似団体平均を下回っているため、接続促進を図る必要があります。

２．老朽化の状況
　　①有形固定資産減価償却率は、全国平均や類似団体平均を下回っているため、他自治体に比べ法定耐用年数に近い
　　　施設が少ない状況であるが、一部の施設には耐用年数を超えているものもある。
　　②管渠老朽化率は、法定耐用年数を経過した管渠はないため0%である。

経常収支比率：使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えている
　　　　　　　かを表す指標で、100％を超えている必要がある。
経費回収率：汚水処理に係る費用が下水道使用料の収益でどの程度賄えているかを表す指標。
汚水処理原価：有収水量１㎥あたりにどれだけの費用が掛かっているかを表す指標。
水洗化率：区域内人口のうち実際に水洗便所を設置して汚水処理をしている人口の割合を表す指標。
有形固定資産減価償却率：有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標。耐用年数
　　　　　に対して取得からどの程度経過しているかを把握することが可能。100％に近いほど耐用年数に近づいてい
　　　　　ることを意味する。
管渠老朽化率：管渠の経年化・老朽化の度合いを示す指標。

１．経営の健全性・効率性
　①経常収支比率は、100%を上回っているものの、使用料収入が少ないため、財源不足を一般会計からの繰入金により
　　財政支援を受け、経常利益を確保している状況である。
　②経費回収率は100%を下回っており、使用料収入で維持管理費を賄うことができていない状況である。接続推進を図
   り使用料収入を増やす必要がある。

グラフ凡例

■ 薩摩川内市（当該値） ― 類似団体平均値（平均値） 【平均値】 令和３年度全国平

①経常収支比率（％） ②経費回収率（％）

③汚水処理原価（円） ④水洗化率（接続率）（％）



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

有収水量の予測

　有収水量は、接続人口に公共下水道事業における１人当たりの有収水量実績（令和4年度）を考慮して推計した。
　有収水量は増加傾向である。

使用料収入の見通し

　使用料収入は、下水道接続件数に基本料金及び水量区分別の従量料金の実績を考慮して推計した。
　下水道接続件数は、処理区域内人口に鹿児島県の平均世帯人員数（社人研公表）を考慮して推計した。
　使用料収入は、接続件数の増加に伴い増加傾向である。

処理区域内人口の予測

　平成25年度から令和4年度までの人口変動実績及び国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」）による将来推計
人口に基づく将来人口減少率を考慮し将来人口を推計した。
　推計に当たっては、令和10年度に供用開始予定の平佐地区及びコミプラから公共下水道事業への接続予定の永利処理区
等の対象人口の増加を考慮した。
　処理区域内人口は増加傾向である。
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（４）

（５）

施設の見通し

【汚水事業】
　令和４年度に、今後概ね10年（令和１５年度まで）程度で整備を完了することが可能な区域に縮小するとともに、近接
する永利処理区（コミプラ）を公共下水道事業に統合する見直しを行った。
　また、令和4年度に事業計画変更を行い、平佐第三地区（48ha）の面整備と永利処理区の接続管路を令和9年度末までに
整備する計画を定めた。なお、面整備は、令和10年度以降も順次区域を拡大し、令和15年度末に完了する計画である。
　宮里浄化センターは、令和3年度に策定したストックマネジメント計画に基づき計画的な更新に努めるとともに、面整
備区域拡大に伴い増加する汚水量に対応するため、水処理施設を増設する計画とした。

【雨水事業】
　向田ポンプ場は、ストックマネジメント計画に基づき、設備の更新及び耐震・耐水化対策を行う計画である。

組織の見通し

　今後は職員数の削減が予想されることから、適正な人員配置を確保するとともに、下水道の施設整備や公営企業会計の
運営に必要な専門知識の習得及び技術の継承に努め、職員の育成を行い、効率的な組織運営に努める。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

① 収支計画のうち投資についての説明

　公共用水域の水質保全と更なる生活環境の向上を図るため、今後も生活排水の適正な処理を推進していく必要がある。
そこで、公共下水道事業の現状分析及び将来の事業環境を踏まえ、以下の３つの基本方針を設定する。

方針１　未普及地域の整備推進
　区域見直し後の未普及地域の管渠を計画的に整備する。

方針２　施設の適正な管理
（１）　老朽化施設の改築更新
　　下水道施設の持続的な機能確保と生涯費用の低減を図るため、ストックマネジメント計画に基づき計画的な施設
　の改築更新を行う。
（２）　維持管理の効率化
　　施設の適正な維持管理に努めるとともに、業務委託の内容や発注方式について検討し、維持管理の効率化に努める。

方針３　下水道事業の経営の健全化
（１）　下水道への接続推進
　　下水道の役割や必要性の理解を深めるための啓発活動や接続補助金等の支援策の広報を強化することにより、接
　続率の向上を図り、さらなる収益の確保に努める。
（２）　維持管理費等の経費削減
　　予防保全や低コスト手法の導入により、維持管理費や建設改良費の縮減に努め、財源を確保することにより経営
　の健全化を図る。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目 標

１　管渠整備は、令和15年度末の完了を目標に、未普及地域への整備を計画的に進める。
２　面整備の進捗による汚水量の増加に合わせて、宮里浄化センターの水処理設備の増設
　　を行う。
３　宮里浄化センターは、ストックマネジメント計画に基づき、計画的に設備の更新を
    行う。
４　向田ポンプ場は、ストックマネジメント計画に基づき、設備の更新と耐震・耐水化を
　　行う。

１　管渠整備
　新たに事業計画区域となった平佐第三地区（48ha）の面整備及び永利処理区（コミプラ）を統合するための接続管路
は、令和9年度末までに整備する計画である。
　令和10年度以降は、順次整備区域を拡大し、令和15年度末に完了する計画である。

２　宮里浄化センターの水処理施設の増設
　令和10年度以降の事業計画区域の拡大に伴い、計画汚水量が現在の宮里浄化センターの処理能力を超えることが想定さ
れるため、水処理施設（第2系列）の増設が必要となる。水処理施設（第2系列）の増設は、令和10年度から令和11年度に
実施する計画であるが、浄化センターの運転状況や面整備の進捗及び接続人口の増加による汚水量の増加の状況を考慮し
て判断する。

３　宮里浄化センターの設備更新
　宮里浄化センターは、ストックマネジメント計画に基づき、令和４年度から令和８年度（第1期）に水処理設備、受変
電設備及び監視制御設備の更新を行い、令和年度から令和13年度（第２期）に汚泥処理設備の更新を行う計画である。

４　向田ポンプ場の設備更新と耐震・耐水化対策
　向田ポンプ場は、ストックマネジメント計画に基づき、令和６年度から令和７年度にゲート設備及び自家発電設備の更
新を行い、令和７年度から令和９年度に土木・建築の耐震・耐水化対策工事を行う計画である。
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②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標

１　接続推進を強化し、下水道使用料収入の増収を図る。
２　他会計負担金、他会計補助金及び他会計出資金は適切な繰り入れを行うとともに、
　　維持管理費等の削減を図り、基準外繰入の抑制に努める。
３　建設改良費の財源は、国庫補助金及び企業債を最大限活用する。

１　下水道使用料
　下水道使用料の料金体系は、現在の使用料水準を維持する。
　下水道使用料の収入に大きく影響する接続率は、令和4年度末で５８％であり、県内他市と比較しても低い状況のた
め、接続率の向上を最優先課題ととらえ、接続推進を強化し、下水道使用料の増収を図る。
　下水道使用料算出の基礎となる接続人口の推計は、新規供用開始区域の増加を、既供用開始区域の接続率の推移（実
績）を基に算定した。

２　一般会計繰入金
　他会計負担金は、雨水処理に要する経費を基準内繰入金として計上した。
　他会計補助金は、企業債償還利息及び減価償却費に要する経費を基準内繰入金として、職員給与費及び収入不足の財政
支援分を基準外繰入金として計上した。
　他会計出資金は、企業債償還元金及び大型投資事業に要する経費を基準外繰入金として計上した。
　基準外繰入となる財政支援分については、維持管理費等の削減に努め繰入額の抑制を図る。

３　国庫補助金
　建設改良費のうち、国庫補助対象事業に対する補助率（処理場：55％、管渠：50％）で見込んだ。

４　企業債
　建設改良費のうち、国庫補助対象事業の財源及び単独事業の財源として見込んだ（充当率：100％）。

５　受益者負担金
　供用開始区域の拡大に伴う、新規接続分を見込んだ。

【民間活力の活用】
（１）　窓口等関連業務委託
　　窓口の一元化（ワンストップサービス）によるお客さまの利便性向上を図るため、下水道使用料の徴収、排水設
　備等工事計画申請受付等の業務を民間事業者に委託している。

（２）宮里浄化センター等包括的維持管理業務委託
　　民間の創意工夫による業務の効率化や複数年契約により維持管理費の低減を図るため、浄化センターの維持管理
　業務に電力料、薬品費、修繕料等を含む包括的民間委託を導入した。
　
【職員給与費】
　　職員給与費は、直近の職員3人分の実績に賃金上昇率1.5%を見込んで計上した。
　　なお、下水道事業（公共下水道）は、地方公営企業法を一部適用し、職員の身分は市長部局職員となることから、
　職員給与費は他会計補助金として一般会計から基準外繰入金を受けている。

【動力費】
　　過年度の実績（ポンプ場の燃料費、電力料）に物価上昇率を考慮して計上した。

【修繕費】
　　過年度の実績（ポンプ場及び処理場の修繕費）に物価上昇率を考慮して計上した。

【その他】
　　その他は、管渠、ポンプ場、処理場の維持管理費及び総係費（職員給与費除く）の直近の実績に、物価上昇率や
　有収水量の変動率を考慮して計上した。

【減価償却費】
　　減価償却費は、既存施設の減価償却費に加え、新規施設等を対象に定額法による償却計算の上、計上した。
　　新規分の償却期間は、構築物（管渠等）は50年、機械装置（設備等）20年とした。

【支払利息】
　　支払利息は、既存施設に係る企業債償還利息に加え、新規施設等に係る起企業債償還利息を計上した。
　　新規分の利率は、構築物（管渠等）は元利均等、償還期間30年で2.1％、機械装置（設備等）は元利均等、償還
　期間20年で1.8％とした。

【物価変動】
　　物価変動は過年度実績をベースに毎年１％の上昇を見込んでいる。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度の決算と投資・財政計画の乖離や取組内容の進捗状況等を検証し、翌年度
の経営に反映する。
　評価・検証・改善はＰＤＣＡサイクルに基づき、実施する。
　投資・財政計画の進捗管理を行い、５年後を目途に経営戦略の見直しを行う。

修繕費に関する事項
　宮里浄化センター等の維持管理業務に包括的民間委託を導入すること
で、民間事業者のノウハウや創意工夫を活用し経費削減を図る。

委託費に関する事項
　宮里浄化センター等の維持管理業務に包括的民間委託を導入すること
で、民間事業者のノウハウや創意工夫を活用し経費削減を図る。

その他の取組 該当なし

職員給与費に関する事項 　適正な人員配置となるよう努める。

動力費に関する事項
　宮里浄化センター等の維持管理業務に包括的民間委託を導入すること
で、民間事業者のノウハウや創意工夫を活用し経費削減を図る。

薬品費に関する事項
　宮里浄化センター等の維持管理業務に包括的民間委託を導入すること
で、民間事業者のノウハウや創意工夫を活用し経費削減を図る。

資産活用による収入増加
の取組について

　下水道事業が保有する資産の有効活用を検討する。

その他の取組 該当なし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理

者制度、PPP/PFIなど）

　宮里浄化センター等の維持管理業務に、引き続き包括的民間委託を導入
する。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　管渠整備への設計施工一括発注方式の導入可能性を検討する。

その他の取組
　社会資本整備総合交付金のほか、地方創生汚水処理施設整備推進交付金
等の国の補助事業を有効に活用する。

使用料の見直しに関する事項
　本市の下水道使用料は、各セグメントで統一した料金体系としているた
め、使用料の見直しは、公共下水道事業の管渠等の整備が完了し、事業運
営に係る必要経費の見通しが立った時点で検討する。

広域化・共同化・最適化に関する事項

　永利処理区（コミプラ）を川内処理区に統合する。
　「鹿児島県広域化・共同化計画」に基づいて、維持管理業務の共同化、
事務の共同化、人材育成・広報活動の共同化、災害対応の共同化について
検討する。

投資の平準化に関する事項

　面整備は、年度ごとの整備区域を設定の上、計画的に整備を進めること
で事業費の平準化を図る。
　浄化センターの改築は、ストックマネジメント計画に基づき、平準化を
図る。
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供用開始年月日 平 成 16 年 3 月 30 日

処理区域内人口 9,658人（令和4年度）

事業名：公共下水道事業 計算期間 自令 和6 年4月 至 令和11年 3月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

118,453 134,293 134,293

0

2,007 587 587

120,460 134,880 0 134,880

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

730 3,116 3,116

1,590 4,368 4,368

900 0

3,220 7,484 0 7,484

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

234 0

553 0

0

0

2,010 0

159 16,151 16,493 -342

2,956 16,151 16,493 -342

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

11,616 12,205 12,205

0

0

88,176 105,421 105,421

0

99,792 117,626 0 117,626

給 料 10,160 10,358 10,358

諸 手 当 8,927 13,257 13,257

福 利 費 3,441 0

0

14,057 0

3,756 17,799 748 17,051

40,341 41,414 748 40,666

63,374 78,972 78,972 0

246,580 295,222 295,222 0

0

309,954 374,194 374,194 0

456,263 556,869 391,435 165,434

0

165,434

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.81

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　現在の使用料水準では維持管理費を賄えていないため、水洗化率（接続率）の向上を最優先に進める。使用料の改定は、管渠等の整備が完了した段階で検討する。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、
実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産
維持費（Ｚ）欄は、「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映
すべき費用を記載すること。

小 計

小 計

一

 

般

 

管

 
理

 

費

人
件
費

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費 負 担 金

委 託 料

そ の 他

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額
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